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博士労働市場の経済学的構造と政策設計の課題 

 

 
○長根（齋藤）裕美（千葉大学大学院 社会科学研究院） 

hiromis@chiba-u.jp 

 

 
1. はじめに 

博士人材の重要性は論を俟たない。OECD は博士号取得者を研究・イノベーションの中核的人材かつ知

識創出・普及に最も適した人材と位置づけ（OECD, 2011, p.68）、League of European Research 
Universities（LERU）も、博士課程修了者は大学での最前線の学術研究や教育にとどまらず、応用研

究・政策立案・経営管理など大学外の多様な領域でも高度な研究スキルを提供し、指導的役割を担うと

位置づけている（LERU, 2010, p.3）。 
日本でもこれまで博士人材を輩出するための取り組みがいくつも行われてきた。古くは大学院設置の

最低基準を明記した 1974 年の大学院設置基準制定のあたりから大学院の量的拡大がおこり、また時代

の要請から 1985 年 6 月にも臨時教育審議会（臨教審）が第一次答申で大学院の拡充が指摘された1。

1989 年には大学院設置基準が改正され、研究者以外の高度な専門的能力を有する人材の養成も大学院

の目的に加えられ、博士課程の量的拡大にむけた体制が形成されていった。また 1991 年 11 月大学審議

会答申「大学院の量的整備について」では、2000 年までに大学院学生数を現状（1991 年時点、約 9 万

8650 人）の 2 倍程度にするという目標が設定された2。さらには 1996 年の第一期科学技術基本計画に

て「ポストドクター等一万人支援計画」が立ち上げられ、博士号取得者を 1 万人程度輩出するために、

期限付きの雇用資金が大学・公的研究機関等に配布された。 

このように博士人材輩出のための施策が幾度となく行われてきたが、最近でも政府は「博士人材活用

プラン～博士をとろう～」を立ち上げ、大目標として 2040 年における人口 100 万人当たりの博士号取

得者数を世界トップレベルに引き上げる（2020 年度比約 3 倍）、ということを掲げている。 

実際、日本の博士号取得者数は、主要国に比べても低水準に推移している。図 1 は主要国の 100 万人

当たり博士号取得者数の年次推移である。赤の太線が日本を示し、他国に比べて、長期にわたり低水準

で推移していることが確認できる。 

 

 
1 これらの背景や詳細については、長根（2021）を参照。 
2 ただし、ここで力点がおかれていたのは修士課程であるという指摘もある（綾部 2014）。 
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単位：100 万人当たり博士号取得者数  

(出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2024」を基に、筆者が加工・作成。 

注：折れ線が途切れているのは欠損値の年があるため。また米国の博士号取得者は、“Digest of 

Education Statistics”に掲載されている“Doctor's degrees”の数値から、“Professional fields”

（以前の第一職業専門学位：First-professional degree）の数値を全て除いた値を採用 

  

図 1 主要国 100 万人当たり博士号取得者数 

 

しかしながら、こうした博士人材の供給中心の政策に対して、その需要は追い付かなかった。70～80
年代には博士課程修了者の就職難、「オーバードクター問題（OD 問題）」、90 年代後半には常勤の研究

職に就くまでの一時的な職であるはずのポストドクター（ポスドク)を何度も繰り返す、「ポスドク問題」

が顕在化した（長根, 2021, 2024）。 いわば、“博士の失業”、である。教員ポストの増員など、博士人材

の需要側に関わる施策もされていたが、増大した博士人材をアカデミアの教員ポストだけで吸収するこ

とは不可能であり、期待していた産業側での需要も増えなかった。博士人材の供給政策は、大学院の拡

充などを通じて政府が直接的に実施可能であるのに対し、博士人材への需要を喚起する政策は、高度な

知識人材を必要とする産業の育成や、研究開発投資の促進といった間接的手段による誘導にとどまりや

すく、、容易ではない。 
博士人材をめぐる問題をめぐっては、主にデータを交えた実態報告や経験的知見でもって議論される

ことが多かった。しかし、エビデンスに基づく制度設計のためにも、またデータを正確に解釈するため

にも、理論的な整理を欠いたままでは政策設計の基盤としては不十分である。Stephan (2012) は、博士

教育や研究人材の供給・報酬・キャリア構造を経済学的に捉え、米国を中心とした科学システムの制度

的分析を行っている。こうした研究は国際的に重要な参照点となるが、日本の制度的文脈に即して博士

労働市場を経済理論の枠組みから構造的に整理する試みは必ずしも十分ではない。本報告は、このギャ

ップを埋めることを目的とし、日本における博士労働市場の不均衡を、標準的な労働経済学および教育

経済学の理論に基づいて再構成する。そのうえで、政策の妥当性と限界を明らかにするとともに、今後

の課題を展望する。 
 
 

2. 博士人材供給政策と博士労働市場の不均衡 

まず標準的な労働経済学の需給モデルに基づいて、博士人材供給政策が博士労働市場にもたらす影響に

ついて整理する。図 2 は博士労働市場における博士人材に対する需要曲線 D0と供給曲線 S0を描いたグ

ラフである。 

 
図 2 博士労働市場の需給と政策の影響 
 
横軸に労働力（L）、縦軸に賃金（W）を示す。いま、E0で博士人材の需給が均衡しているものとする。
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ここで博士人材の拡充政策により博士人材の供給量が増えた場合、供給曲線は右シフトする（S1）。この

とき賃金が弾力的であれば、賃金の低下を通じて需給は均衡し（均衡点 E1）、博士余りの状況にはなら

ないはずである。 
しかし、過去の OD 問題やポスドク問題をみても明らかなように、現実ではそうではない。賃金が弾

力的ではない場合、賃金は依然として W0のままであり、その場合、博士人材が L2供給されているのに

対して、需要は L0にとどまるため、実質 L2-L0の博士人材の超過供給が生じる。これは非自発的失業と

もいえる状況である。 
  需要の拡大が伴わない以上、供給を増やせば超過供給が起こるのは当然である。これまで何度か大学

の教員ポストを拡充する政策もあったが（1991 年大学審議会答申「大学院の整備拡充について」など。

長根(2021)）、アカデミアで博士人材をすべて吸収することは不可能である。一方、期待されていた産業

界での雇用も進まなかった（長根, 2024）。 
  では賃金の低下を通じて、博士人材の需給均衡に至ることが社会的に最適なのだろうか？後述するよ

うに博士課程進学には、学生にとって多額の有形無形のコストが伴う。賃金が低下すれば、このコスト

を長期的にもカバーできないため、進学が抑制され、超過供給は解消に向かうかもしれない。 
しかし、教育には知識のスピルオーバーなどの正の外部性があり、学生本人の私的収益にとどまらな

い社会的便益が存在することを踏まえれば（Lucas, 1988）、市場を通じた賃金調整のみに委ねれば社会

的に望ましい博士人材の水準を下回りうる。これは長期的には研究基盤・イノベーション力の弱体化を

招きうる。実際、日本の企業データでは博士号保持者が在籍する企業でイノベーション実現率が統計的

に有意に高いことが示されている（乾・池田・柿埜, 2021）。 
  では、博士課程進学をめぐる意思決定は、具体的にどのような要因によって左右されるのだろうか。

次節では、教育経済学の枠組みに基づき、博士課程進学のインセンティブを整理する。 
 
3. 博士課程進学の意思決定 

博士課程進学の意思決定について、Becker（1964）のモデルに基づいて整理してみよう。博士課程に進

学するか否かの意思決定は、博士号取得で将来得られる所得の増分（便益）の現在価値が、進学にかか

る直接費用および機会費用（費用）の現在価値を上回るかどうかに依存する。このとき成り立つ割引率

を内部収益率（IRR：Internal Rate of Return）と呼び、IRR が市場金利より高い場合、教育投資は経

済的に合理的な投資とされる。 
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         …（1） 
右辺は博士進学にかかる費用（Ct：直接費用＋機会費用）の総和であり、左辺は博士進学による便益（Bt;
所得の増分）の総和である。ここでは教育は a 年間うけるものとする。また教育を受けた後（a+1 年後）

から T 年まで就業するものとする。ρは割引率であり、将来の費用・便益を現在価値に換算するもので

あり、右辺と左辺が等しくなるような割引率 ρを「内部収益率」という。これは一般に、投資によって

得られると見込まれる利回りのことであり、教育費用一単位について教育を受けた人が得る便益の割合

と考えられる。左辺が右辺を上回る時に、進学すると考えられる。 
 日本では博士進学にかかる費用もばかにならない。学費はもちろんのこと、その間、就職しないこと

による逸失所得も大きい。 
 
表 1 博士号を取得するまでの学費（代表例）  

 
参考：Tech offer https://techoffer.jp/rikeishukatsu/daigakuin-hiyou/ （2025 年 8 月時点） 
       
表 1 は博士号を取得するまでの学費を、国立大学およびある有名私立大学理工系の大学院を参考に概算

したしたものである。私立大学間はもちろんのこと、国立大学間であっても学費に違いがありえること

や、所属する分野によってこれら経費にばらつきが考えられる点には留意されたい。また教材費をはじ
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めとした諸経費も別途かかる点も考慮すると、ここに挙げた数値例は最低限の値と思ってよい。国立大

学でも博士号を取得するまでに最低 300 万円弱、私立大学では代表値ではあるものの 500 万円弱かか

る。加えて大学院に進学している間の機会費用として、逸失所得を概算したものが表 3 である。 
 
表 2 博士課程進学に伴う逸失所得 
学学歴歴  内内訳訳  計計  

修士号 学部卒年収 484 万*2 年 968 万円 

博士号 修士卒年収 651 万*3 年 1953 万円 

修士号＋博士号 968 万円＋1953 万円 2921 万円 

注：学歴別賃金（年収）の値は、森川（2024）を参照した。 
注：年収は男女計の値を採用。男女別だと学部卒で男性 564 万円、女性 339 万円、修士卒で男性 705 万

円、女性 463 万円と、本来は男女間格差が大きい。 
注：企業規模や業界、職種によりばらつきがある点には注意 
 
これらを機会費用とみれば、先ほど概算した学費も含めて、博士号取得までに国立大学で最低 約 3300
万円、私立大学（某有名校代表値）で最低約 3500 万円、の費用が掛かっていることになる。これは確

実にかかる“最低限”の費用である点には留意されたい。 
 加えて、博士進学においては安定就業の不確実性も伴う。博士号を取得したからといって、第 1，2 節

でみたようにアカデミアもしくは民間企業に安定した職を得られるとは限らない。さきのモデルに単純

に安定就業の不確実性を反映させるとすれば、以下のようになる。 

                     …（2） 
=  + 1  

 
p:博士号取得後に安定した職に就く確率、B(job)t:安定した職につけた場合の所得、B(nojob)t:安定した

職につけなかった場合の所得、とする。博士課程進学の便益は確定的ではなく、就労の可否や雇用形態

などによって確率的に変動する（Willis & Rosen, 1979; Heckman et al., 2006）。この場合、進学の意思

決定は便益の期待値だけでなく、個人のリスク選好にも依存する。一般に人はリスク回避的な選好を持

つと考えられ、効用関数は凹型で表される。そのため、たとえ期待所得が同じであっても、所得が確実

に得られる場合よりも、確率的に変動する場合の効用水準は低く評価される。したがって、不安定な雇

用環境は博士課程進学のインセンティブを一層弱める要因となる。 
 
4. 高度知識人材育成の費用負担と社会人博士 

前節でみたように、日本における博士課程進学は高額の費用と不安定な就業見通しを伴い、進学インセ

ンティブを大きく制約している。では、こうした費用は誰がどのように負担すべきなのだろうか。この

問いに答えるためには、教育を人的資本への投資として捉える経済学の枠組み、とりわけ「一般的人的

資本」と「企業特殊的人的資本」という区別が有効である（Becker, 1962, 1964）。 
博士課程で培われるスキルの多くは、大学や研究機関に限らず、産業界や国全体の研究・イノベーシ

ョン活動においても活用できる汎用的なものであり、「一般的人的資本」に属すると考えられる。これは

どの組織であっても利用可能であるため、特定の企業や大学が費用を負担しても、その人材が他の組織

や国全体に流出してしまうリスクがある。そのため、基本的には費用負担主体は学生本人となりやすい。

他方、特定の企業や研究機関内でしか通用しないスキル（企業特殊的人的資本）の場合には、組織側が

費用を負担する合理性があるが、博士教育の大部分はそれに当てはまらない。こうした構造的理由から、

日本においては博士課程進学費用の多くが本人負担となっており、これが進学の抑制要因となっている。 
もっとも、博士課程進学に伴う費用の負担構造は国によって大きく異なる。英国では UKRI が大学

に助成金を配分し、大学が博士課程学生に対して学費と生活費を支援する studentship の仕組みを整備

している（UKRI, 2024）。ドイツの公立大学では原則授業料は課されず、学期ごとのセメスター負担金

などに限られる（HRK, 2020）。生活費面では、博士課程在籍者は通常、大学・研究機関の雇用契約に基

づいて給与を得ており、主要助成スキームである DFG の Research Training Groups でも、雇用ポジシ
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ョンが前提とされている（DFC, 2024）。 
日本にも特別研究員 DC の制度がある。採用された博士課程在籍者には、日本学術振興会（JSPS）

から給与に相当する研究奨励金や研究費も交付される（JSPS, 2024）。しかし、採用数には限りがある

ため、博士課程学生全体からみればカバー率は低い。 
このように日本における博士課程進学の費用負担は一般的に個人に偏りやすい構造になっている。博

士号取得者の高度専門知識やスキルは社会全体に正の外部性をもたらすが、博士教育が一般的人的資本

の性質を持つため、その費用は主として個人に課されやすい。その結果、進学インセンティブが低下し、

博士人材の供給停滞を招いている。 
実際、日本の博士課程進学は停滞している。図 3 はこの 20 年ほどの日本の博士課程在籍者の推移で

ある。ここ数年は若干増えているが、定常状態が続いている。 

 
図 3 社会人/社会人以外の博士課程在籍者数の推移 
 
5. 結語 

本稿は、博士労働市場に関してこれまで実態の指摘や経験的知見を、標準的な経済理論の枠組みに基づ

いて再構成した。データに基づく実態の捕捉や事例報告は依然として重要であるが、制度設計において

は、どのようなメカニズムでその現象が生じるのかを踏まえる必要があり、本稿は今後の制度設計に向

けた基盤を提供しようとするものである。 

 労働を供給するより需要を生み出すことの方がはるかに難しい。従来の供給中心の施策には限界があ

り、いかに産業界での需要を形成するかが課題となる。ただし、兆しもある。博士人材を積極的に採用

する企業の動きが報告されていることに加え（日経新聞、2025 年）、図 2 で示されるように博士課程在

籍者数全体が横ばいのなかで社会人博士が増加している点は注目される。抜本的な解決にはならないが、

社会人博士は就労の不安定さを伴わない点で進学インセンティブを高めると同時に、企業にとっても外

部知識を吸収する契機となる。その場合、企業側にも一定の理解や支援が求められるが、第 4 節でみた

ように博士号は一般的人的資本であるため、支援に要した金銭的・非金銭的費用をどのように企業が回

収するかという問題が残る。したがって、社会人博士を媒介に産学双方に利益をもたらすような費用分

担の仕組みや契約設計は依然として課題である。 
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